
第２号様式（第３関係）

青森県知事　様

電話番号

住所

～

（支援対象であるか確認するため、下記①②③について該当する項目にレ点を記入してください。）

又は、 レ

又は、 レ

レ

上記が事実と相違ないことを証明する。

印
     

　新型コロナウイルスワクチン接種体制支援事業における職域接種の実績報告書

　下記のとおり、新型コロナウイルスワクチン接種体制支援事業において職域接種促進のための支援の対象
（※）となる新型コロナワクチンの接種を行ったので報告する。

（※）令和４年４月１日付け医政発0401第23号・健発0401第３号・薬生発0401第23号「令和４年度新型コロナウイルス感
染症緊急包括支援事業（医療分）の実施について」の別紙「令和４年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医
療分）実施要綱」に記載の(21)ウ(ウ)「職域接種促進のための支援」に該当し、また、(21)エ(ウ)「職域接種促進のため
の支援」において当該支援の対象外とされていない接種。

接種回数計

支援の上限額

対象経費の実支出額 725,500 円

①本実績報告にかかる職域接種は、以下の１、２のいずれかに該当します。

１.中小企業（中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業を指す。以下同じ。）が商
工会議所、総合型健保組合、業界団体等複数の企業で構成される団体を事務局として共同実施するもの

２.大学、短期大学、高等専門学校、専門学校（以下「大学等」という。）の職域接種で所属の学生も対象とし、文
部科学省が別に定める地域貢献の基準を満たしているもの

２.商工会議所、業界団体等が職域接種の実施のために新たに医療機関を開設した場合であって、外部医療機関から
医師等を雇用する費用が商工会議所等に発生していて、かつ、職域接種終了後に速やかに医療機関の廃止届けを提出
する場合における接種
（２に該当しない場合の「企業内診療所で実施」は含まれません。）

職域接種の期間 令和4年4月2日

円

③対象経費は他の補助金の交付対象と重複はしていません。

②以下の１、２のいずれかに該当する職域接種のみ、上記の接種見込回数計に計上しています。

１.外部医療機関が中小企業及び大学等に出張して行う接種
（「大学附属病院内で実施。又は、大学の附属病院が当該大学内で実施」、「中小企業の社員及び大学の学生等が外
部医療機関に出向いて実施」は含まれません。）

令和　４年　９月　１日

名称及び
代表者氏名

〇×商工会議所
青森　ワクチン太郎

０１７－７３４－９１４２

青森市長島１－１－１

V-SYSの類似コード （V-SYSで確認して記入。※数字10桁）

回

1,500,000

1,000

令和4年4月30日

〇 × 商 工 会 議 所

青森 ワクチン太郎

補助金の対象要件となりますので、

必ず項目を確認し、レ点を記入してくだ

さい。

（以下の２か所も同様となります。）

※実支出額≠請求額

実際に支出した額（切り捨て処理

※要押印



第３号様式（第３関係）

申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇×商工会議所　青森ワクチン太郎
（単位：円）

事 業 区 分 対象経費支出額
寄附金その
他の収入額

差引事業費
(A)-(B)

補助基準額 選　定　額
県費補助
所要額

(A) (B) (C) (D) (E) (F)

職域接種促進の
ための支援事業 725,500 0 725,500 1,500,000 725,500 725,000

　　　※１　Ａ欄及びＤ欄には、第３号様式別紙より記入すること。

　　　※２　Ｂ欄は、下の＜収入額算定表＞により算定した合計金額を記入すること。

　　　※３　Ｅ欄には、Ｃ欄とＤ欄とを比較して少ない方の額を記入すること。

　　　※４　Ｆ欄には、Ｅ欄の1,000円未満の端数を切り捨てた額を記入すること。

＜収入額算定表＞ 　＜確認事項＞（該当するものにチェック）

単価（円） 接種回数（回） 収入額（税込）（円） 　診療報酬について、医療機関において請求済であるか。

接種回数（予診のみを含
めない）

2,277 1,000 0 はい

予診のみ 1,694 0

時間外の接種（予診のみ
も含める）

803 0

休日の接種（予診のみも
含める）

2,343 0

その他の収入 0

合計 0

所　要　額　調　書

「はい」か「いいえ」を選択してください。

自動計算で収入額が入力されます。

はい →０（円）

０円の場合は、非表示となるため、

０と記入してください。（手書き可）

※（B）～（F）は自動計算です。

０円の場合は、非表示となるため、

０と記入してください。（手書き可）



第３号様式別紙１（第３関係）

１　接種回数

令和４年４月１日以降に実施した追加接種：計 1,000 回(a)

(a)×1,500円＝ 1,500,000 円

２　対象経費内訳
（単位：円）

区分 支出済額

賃金 100,000

報酬及び謝金

旅費 25,500

需用費

役務費

委託料 200,000

使用料及び賃借料 400,000

備品購入費

合計 725,500

※ 備考欄に経費の内訳を記入すること。

(b)

対象経費内訳書

申請者名：    〇×商工会議所　青森ワクチン太郎

備考

リハ―サル（４月１日分）
10人×＠2000×5h＝100,000円

医師交通費（〇×クリニック⇔〇×セン
ター往復分）

タクシー代　2,550円×10日分＝25,500円

職域接種業務委託費（看護師）

会場借上げ料：400,000
（10日間：R4.4.2～3、R4.4.9～10、

R4.4.16～17、R4.4.23～24、R4.4.29～30）



第３号様式別紙２（第３関係）

（単位：円）

番号 区分 発行者 金額 うち対象経費 内容 備考

1 賃金 〇×職域接種事務局 100,000 100,000
リハ―サル（４月１日分）
10人×＠2000×5h＝100,000円

2 旅費 〇×クリニック 25,500 25,500
医師交通費（〇×クリニック⇔〇×セン
ター往復分）
タクシー代　2,550円×10日分＝25,500円

3 委託料 〇×クリニック 200,000 200,000 職域接種業務委託費（看護師）

4 使用料及び賃借料 〇×センター 400,000 400,000
会場借上げ料
〇×センター大会議室
　＠8,000×5h×10日分＝400,000円

5

6

7

8

9

10

11

12

13

725,500

※１　必要に応じて、適宜行を増やすこと。

※２　領収書等支払内容がわかる書類の写しを添付し、それぞれに通し番号を附番すること。

※３　「区分」は、第３号様式別紙１の「２対象経費内訳」の区分を記載すること。

※４ 対象経費の合計は、第３号様式別紙１の(b)の額と同額になるようにすること。

領収書等一覧

合計

対象外経費の例

・自社会議室の使用料相当額

・事前打合せ時の飲食費

・ビルテナントへの営業補償

・職域接種会場での必要性が不明確なもの

リストから選択してください。

※県で定めた区分があるため、独自

の区分名を入力しないこと。



第４号様式（第３関係）

企業名（団体名） 中小企業該当

1 〇×商工会議所 〇

2 株式会社〇× 〇

3 〇×工業株式会社 〇

4 〇×商事株式会社 〇

5 株式会社〇×商店 〇

6 株式会社〇×マート

7 〇×保険株式会社

8 有限会社〇×菓子店 〇

9 〇×町飲食業組合

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

※１　必要に応じて、適宜行を増やすこと。

※２　当該様式の提出は、実施団体の会員名簿等の添付に代えることができる。

※３ 中小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業に該当する場合、中小企業該当欄に

「〇」を付すこと。

職域接種共同実施主体一覧表

共同実施した企業の中に大企

業が含まれていても対象とな

ります。

複数団体による組合名を記載する場合は、中小企業に

該当するかの項目を設けた構成団体名簿を作成し、必

ず添付してください。



第６号様式（第４関係）

名称
規格、
数量等

県補助金
（補助率）

自己資金 その他 耐用年数 承認年月日 処分の内容

円 円 円

※１　「処分制限年月日」欄には、処分制限の終期を記載すること。

※２　「処分の内容」欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等の別を記載すること。

※３　「備考」欄には、譲渡先、交換先、貸付先及び抵当権者等の名称並びに補助金返還額を記載すること。

取得等金額 処分制限年月日

円

財　産　管　理　台　帳

事業名 事業実施主体名

取得等した財産の内容 経費の負担区分 処分制限期間 処分の状況

備考
取得等年月日


